
社会福祉法人 福岡福祉会 

ケアハウス 油山つばき苑 

管   理   規   程 

 

第１章 総則 

 

第１条（目的） 

   この規程は、社会福祉法人福岡福祉会が設置経営するケアハウス油山つばき苑（以下

「施設」という。）の管理運営について必要な事項を定め、業務の適正且つ円滑な執行

と老人福祉法の理念に基づき、入居者の処遇の充実と生活の安定を図ることを目的と

する。 

第２条（管理運営方針） 

   施設の管理運営については、高齢者の特性に配慮した住みよい住居を提供し、入居者

の自主性を尊重することを基本として、入居者が明るく心豊かな生活が出来るよう、食

事の提供、入浴の準備、相談機能の充実、疾病・災害等緊急時の対応等、処遇に万全を

期すことを基本方針とする。 

 

第２章 定員・入居資格及び利用料 

 

第３条（定員） 

   施設の入居者の定員は、３０名とする。 

第４条（入居者の資格） 

施設に入居できる者は、次の各号に該当する方とする。 

① 年齢が６０歳以上である方。但し、その者の配偶者、三親等内の親族その他特別な

事情により当該者と共に入所させることが必要と認められる者については、この限

りでない 

② 身体能力・機能の低下が認められ、又は、高齢等のため独立して生活するには不安

が認められる方であり、家族と同居出来ない及び自炊等に困難・不安のある方とす

る 

③ 伝染病疾患及び精神的疾患を有せず、且つ問題行動を伴わない方で共同生活に適応

出来る方とする 

④ 介助を必要としないで、自力で日常生活を営むことが出来る方とする 

⑤ 生活費に充てることが出来る資産、所得、仕送り等があり、所定の利用料が支払え

る方とする 

⑥ 確実な保証能力を有する身元保証人が立てられる方とする 

 



第５条（利用料等） 

   施設の利用料等については、国の定める基準に従い理事長が定めるものとする。 

利用料に関する事項 

 ①入居一時金；お一人様３００万円（２０年均等償却で未経過分は返還とする） 

  ※分割払いの方は、入居時に 30 万円お預かりとする。 

 ②毎月の利用料金は、サービスの提供に要する費用・生活費・居住に要する費用とする。 

 ③サービスに提供に要する費用は所得により助成がある。（前年度の所得によってサービ

スの提供に要する費用が変わるものとする） 

 ④毎月の利用料総額（一人部屋の場合）７５，５１４  円～１３２，４１４円 

   【内訳】サービスの提供に要する費用 １０，０００円～６６，９００円   

       生 活 費         ４８，７６４円           

       居住に要する費用      １２，０００円～１３，０００円  

    水道代（１ヶ月分）     ４，７５０円・２人部屋５，５００円 

  ※分割払いの方は月々支払額に月償却額１人１２，５００円上乗せとする。 

 ⑤居室の電話、電気料金は個人負担とする 

※上記料金は、予定ですので変更されることがるものとする 

 ⑥その他の利用料金 

             ●冬期加算     ２，１５０円（１１月～３月の期間） 

             ●駐車場代     ５，０００円（１ヶ月分） 

 

● 食事の料金 

食事の価格（一食当たり）   朝食   昼食     夕食 

追加される場合  ４５０円  ５００円  ６００円 

必要がない場合（欠食）  ２００円  ２５０円  ３５０円 

●家族室の使用料   １泊につき  ２，０００円 

 

第３章 職員の区分と定数及び職務内容 

 

第６条（職員の区分と定数） 

   施設には、次の職員を置くものとする。 

① 施設長      １名 

② 生活相談員    １名 

③ 介護職員     １名 

④ 事務員      １名 

 ２ 施設の職員の中には、併設の他の施設の職員として所属（兼務）し、定められた業務

に従事する場合もあるものとする。 



 

職員配置 

職 種 員数 
常勤 非常勤 

勤務態勢 職務内容 
専従 兼務 専従 兼務 

施設長  １  １   

７:30～16：30 

9：00～18：00 

事業の管理を一元的に行

う 

相談員  １  １   各種相談、助言、手続き 

介護職員  １ １ 2   必要な介護及び支援 

管理栄養士  １  １   栄養管理、食事提供 

事務員  １ １    事務、各種手続き 

調理員 外部委託 交代制 調理、提供 

 

 

 

第７条（職務内容） 

   施設長は、理事長及び役員会の命を受けて、職員を指揮監督し、施設の業務を統括す

るものとする。 

  ②生活相談員は、入居者の生活向上に必要な生活指導、相談、援助等を行うものとする。 

  ③介護職員は、入居者の生活援助並びに共用部分の整理整頓と清掃をおこなうものと

する。 

  ④事務員は、会計、財務管理、総務等の事務を行うものとする。 

⑤ 調理職員は、管理栄養士と連携し、入居者の給食調理業務を行うものとする。 

 

第４章 入居及び退去 

 

第８条（入居の申込み） 

   施設への入居希望者は、入居申込書（様式１）を提出しなければならないものとする。 

 ２ 施設は、入居申込みがあった場合は、その内容を確認の上、入居申込名簿に記載（フ

ァイル）し、登録するものとする。 

第９条（入居希望者の面談調査） 

   入居希望者の調査は、本人及び身元保証人との面談により行うものとする。 

 ２ 前項の調査は、生活環境状況、家族環境等について詳細に聴取するとともに、健康診

断書（様式２）の提出を求め、健康状態等を把握するものとする。 

 ３ 前項の調査の結果、入居を適格と認めた者に対しては、入居を承認する旨を、不適格

と認めた者に対しては、入居を承認しない旨を、本人及び身元保証人に通知するものと

する。 



 

第１０条（入居の手続き） 

   入居を承認された者は、下記の書類を施設長に提出しなければならないものとする。 

① 入居契約書（様式３） 

② 身元保証書（様式４） 

③ その他、施設長が特に必要と認めた書類 

第１１条（入居者台帳の整理） 

   入居者に対しては、入居時の健康相談を行うとともに、入居者本人の生活状況、家庭

環境状況等を入居者個人別台帳（ファイル）に記録して綴じ込み、入居後の健康管理、

生活相談、助言等に備えるものとする。 

第１２条（退去） 

   入居者は、施設を退去しようとするときは、原則として退去日の１ヶ月前までに退去

届（様式５）を提出しなければならない。 

第１３条（死亡） 

   施設長は、入居者が死亡したときは、家族や身元保証人に連絡する等必要な措置を講

ずるものとする。 

第１４条（入居の取消又は契約の解除） 

   施設長は、入居者が次の各号の一に該当するときは、入居の取消又は契約の解除を行

うことができるものとする。 

① 不正又は偽りの手段によって、入居の承認を受けたとき 

② 正当な理由なく利用料を２ヶ月以上滞納したとき 

③ 日常の起居動作に介助を必要とし、施設での生活が著しく困難と認められたとき 

④ 身体的又は精神的疾患若しくは欠陥のため、施設での生活に著しい支障を与えると

恐れがあると認められたとき 

⑤ 職員に対する身体的暴力、精神的暴力又はセクシュアルハラスメントにより、職員

の心身に危害が生じ、又は生ずるおそれのある場合、その危害の発生又は再発生を

防止することが著しく困難である等のとき 

⑥ 前各号のほか、施設での生活が困難又は不適当と認められるとき 

第１５条（居室の変更） 

   施設長は、入居者が次の各号の一に該当するときは、入居の取消し又は契約の解除を

行なうことができるものとする。 

① ２人部屋の入居者において、いずれか一方の方が死亡等により１人になったとき 

② 入居者の身体機能の低下等、居室を変更することが適当と認められたとき 

③ その他、施設長が入居者にとって居室の変更が必要と認められたとき 

 

 



第５章 運営上の処遇 

 

第１６条（処遇上の基本原則） 

   入居者の処遇については、老人福祉法の理念に基づき、入居者がその心身の状況に 

  応じて快適な日常生活を営むことができるように配慮しなければならないものとする。 

第１７条（相談・助言） 

   入居者に対しては、親身になって各種相談に応ずるとともに、適切な助言及び必要に

応じて行政や在宅サービス等の担当者と十分な連絡を取り、その有効な利用方法につ

いて積極的に援助を行なうものとする。 

第１８条（食事） 

   入居者に対しては、毎日３食を供し、高齢者に適した食事を提供するものとする。但

し、予め食事をしない旨の連絡があった場合には，提供しなくてもよいものとする。 

 ２ 食品の管理加工及び保管は衛生的に行ない、管理栄養士により毎日の献立表を作成

して栄養のバランスに留意するものとする。 

第１９条（入浴） 

   展望大浴場の入浴日は、日曜日を除く６日間とし、入浴時間は、13:00~17:45 までと

する。日曜日及び入浴時間外については、居室の浴室を利用していただくものとする。 

第２０条（生活援助） 

   入居者に対する日常生活の援助は、原則として実施しないものとする。 

 ２ 入居者が、入居後において心身の疾病などで家事などが独力で出来ず、又は病気等で

介護者が必要になった場合には、外部の在宅サービス等が受けられるよう迅速な措置

を取るものとする。この場合の費用については、入居者の個人負担とするものとする。 

第２１条（衛生管理） 

   入居者の定期健康診断は、年１回（毎年 11 月を基本とする）実施し、その記録を保

存し、日常における健康管理に配慮するものとする。 

 ２ 入居者の健康保持にあたっては、特に高齢者特有の疾病の予防に努めるものとする。 

 ３ 入居者に対して、随時保健衛生の知識の普及指導を行なうものとする。 

 

第６章 入居者の規律 

 

第２２条（入居者の心得） 

   施設長は、入居者が守るべき事項を記載した「入居契約書」「重要事項説明書」を入

居者に渡し、説明を行ない、更に熟読していただき、その趣旨を十分に周知徹底するよ

うに図らなければならないものとする。 

第２３条（契約書等の遵守） 

   施設長は、施設の円滑な運営を図るために、入居者に「入居契約書」「重要事項説明



書」の事項を遵守し、施設の諸行事、事業等に参加協力するように努めなければなら 

ないものとする。 

第２４条（外出及び外泊） 

   入居者は、外出又は外泊しようとするときは、外出届け又は外泊届けに所定事項を記

載して、施設に届け出るものとする。 

 

第２５条（来訪者） 

   入居者は、来訪者があった場合には、その都度来訪者名簿に記載して、届出るものと

する。 

 ２ 来訪者が自室又は家族室に宿泊しようとするときは、原則として事前に施設長の承

認を受けなければならないものとする。 

第２６条（健康保持） 

   入居者は、常に自らの健康保持に努めることとし、施設で実施する健康診断は正当な

理由がない限り拒否してはならないものとする。 

第２７条（環境整備） 

   入居者は、常に居室を清潔にし、整理整頓に努め、良好な環境と衛生面の保持に努め

るとともに、施設建物内外の清掃、除草等の環境整備にも積極的に協力するものとする。 

 

第２８条（身上変更の届出） 

   入居者は、入居後の身上に関する重要な事項（特に身元保証人や返還金受取人の変更）

に変更が生じたときは、その旨を速やかに届け出るものとする。 

第２９条（融和と信頼） 

   入居者は、入居者相互の親睦と信頼を深め、よき隣人として融和を図り、他人への人

権を無視するような行動がないように努めるものとする。 

第３０条（居室内の造作） 

   入居者は、施設長の承認を得ずに、自居室内の形状を変更するような造作、工作を加

えてはならないものとする。 

第３１条（承認を必要とする事項） 

   入居者は、次の各号に掲げる行為をしようとするときは、予め施設長の承認を得なけ

ればならないものとする。 

① 施設内に主作をしようとするとき 

② 施設内に自動車等を保有、保管しようとするとき 

第３２条（動物飼育の禁止） 

   入居者は、居室又は敷地内において小鳥及び小型魚類以外の動物を飼育してはなら

ないものとする。 

 



第３３条（損害賠償） 

   入居者は、故意又は重大な過失によって、建物、設備、及び備品等に損害を与えたと

きは、その損害を弁償又は原状に回復しなければならないものとする。 

 

 

第７章 非常災害対策 

 

第３４条（非常災害対策） 

   施設長は、火災、地震、風水害等の非常災害に備えて、消火、避難、救出等に関する

計画を定め、定期的に訓練の実施等万全の対策を講ずるとともに、入居者が常に防災等

に心掛けるよう指導しなければならないものとする。 

第３５条（火気取締り） 

   施設長は、職員の中から消防法に定める防火管理者を選任し、日常の防火意識の向上

に努めなければならないものとする。 

 

       第８章 夜間の管理体制 

 

第３６条（隣接施設の協力） 

   施設長は、入居者の安全と緊急時に対応対処するために、隣接する関連施設（宿・夜

勤職員）の協力を得るために、非常通報装置等を連結設置し、常時緊急対応が出来るよ

うに万全の体制を講ずるものとする。 

 

 第９章 身体拘束その他の行動制限 

 

身体拘束は、利用者の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身

体的拘束その他の行動の制限をしないものとする。 

緊急やむを得ないと施設で判断する場合、以下の手続きを経て実施するものとする。 

第３９条（身体拘束廃止委員会の開催） 

① 委員会メンバー 

施設長・副施設長・副事務長・介護係長・看護主任・ケアマネジャー・GH リーダ-・

管理栄養士・SHリーダ- ・CH リーダ-・DS リーダ-が参加する委員会を毎月１回第３

水曜日（必要に応じて開催）開催とする。 

② 検討内容 

三つの要件（切迫性・非代替性・一時性）をすべて満たす状態であるかを確認する。 

委員会にて、慎重に検討の結果、三つの要件を「やむを得ない場合」であることが判

断された場合は、施設長指示基づき下記の手続きに移る事とする。 



第４０条（利用者、家族への説明） 

① 家族、又は代理人等に連絡し面接をする。 

記録１「緊急やむを得ない身体拘束に関する説明書」に基づいて生活相談員が詳細

な説明を行う。    （説明書記入は、生活相談員） 

② 家族等の十分な理解と同意を得る。（同意書に署名・捺印を求める） 

③ 身体拘束廃止の際も、同様にご家族へ十分な説明と同意を得る。 

第４１条（経過観察記録への記載） 

 実際に身体拘束を行う場合は、様態・時間・心身の状況等を記録する。 

（拘束解除を目標とした継続的カンファレンス） 

① 身体拘束・行動制限が行われている場合は、解除する事を目標に、身体拘束廃止委員

会において継続的カンフアレンスを行い、検討する。 

② 身体拘束の具体的な期限を設定し、期間内の身体拘束廃止おこなう。期間内であって

も継続の必要がない場合は速やかに拘束を解除する。もし、設定期間を超えそうな場

合は医師の指示を仰ぎながら再度期間の設定を行う。 

第４２条（身体拘束廃止の基本姿勢） 

① 基本的なケアも徹底 

寝食分離の生活リズムを作る（食事・排泄・着替え・清潔・活動的など） 

② 事故防止を含むケアプランの再検討 

問題行動・精神薬の影響などの分析（ケアの再検討・環境整備・予防的対応など） 

③ インフォームドコンセント 

家族の理解と協力（尊厳ある終末に） 

④ 情報開示と施設間の情報交換 

密室の排除 

第４３条（身体拘束廃止に向けてー7つの方針） 

   １，トップが決意し、施設や病院が一丸となって取り組む 

２，みんなで議論し、共通の意識をもつ 

３，まず、身体拘束を必要としない状態の実現をめざす 

４，事故の起きない環境を整備し、設備等の改善の検討を行う 

５．柔軟な応援態勢を確保する(付き添い職員の確保) 

６，常に代替的な方法を考え、身体拘束するケースは極めて限定的に 

７．継続的な身体拘束廃止に向けた意識啓発の為の勉強会の開催(外部研修、内部研

修) 

      

     第 10 章 虐待防止に向けた体制 

  高齢者虐待は人権侵害であり、犯罪行為という認識のもと、高齢 者虐待防止法の理念

に基づき、高齢者の尊厳の保持・人格の尊重を重視し、権 利利益の擁護に資すること



を目的に、高齢者虐待の防止とともに高齢者虐待の 早期発見・早期対応に努めるもの

とする。 

 

第４4条 虐待防止検討委員会の開催 

① 委員会メンバー 

施設長・副施設長・副事務長・介護係長・看護主任・ケアマネジャー・GH リーダ-・

管理栄養士・SH リーダ- ・CH リーダ-・DSリーダ-が参加する委員会を定期的（必要

に応じて）開催とする。 

② 検討内容 

虐待とは「身体的虐待 ・介護・世話の放棄 ・心理的虐待・ 性的虐待 ・経済的虐待」

をいい、次のような 内容について協議するものとする。  

・虐待防止検討委員会その他施設内の組織に関すること  

・虐待の防止のための指針の整備に関すること 

・虐待の防止のための職員研修の内容に関すること  

・虐待等について、職員が相談・報告できる体制整備に関すること  

・職員が虐待等を把握した場合に、市町村への通報が迅速かつ適切に行われ  

るための方法に関すること  

・虐待等が発生した場合、その発生原因等の分析から得られる再発の確実な 防止策 

に関すること  

・再発の防止策を講じた際に、その効果についての評価に関すること 

第 45 条 虐待の防止のための職員研修 

 職員に対する虐待の防止のための研修の内容は、虐待等の防止に関する基礎的内容等

の適切な知識を普及・啓発するものであるとともに、指針に基づき、虐待の防止を徹底

する。実施は、年２回以上行います。また、新規採用時には必ず虐待の防止のための研

修を実施する。 

第 46 条 虐待が発生した場合の相談・報告 

① 担当者は、苦情相談窓口を通じての相談や、職員等からの相談及び報告 があっ

た場合には、関係者から事情を確認し、虐待等の事象が事実であることが確認さ

れた場合には、当 人に対応の改善を求め、就業規則等に則り必要な措置を講ず

るものとする。 

② 善処されない場合や緊急性が高いと判断される場合は、市町村の窓口等外部機関

に相談する。 

③ 虐待等が発生した経緯等を踏まえ、虐待防止検討 委員会において、原因の除去

と再発防止策を作成し、職員に周知します。 

④ 虐待等が発生した経緯等を踏まえ、虐待防止検討 委員会において当該事案がな

ぜ発生したか検証し、原因の除去と再発防止策 を作成し、職員に周知します。 



⑤ 虐待等が発生した経緯等を踏まえ、虐待防止検討 委員会において当該事案がな

ぜ発生したか検証し、原因の除去と再発防止策 を作成し、職員に周知する。 

⑥ 事実確認の概要及び再発防止策を併せて市町村に報告します。必要に応じ、関係

機関や地域住民等に対して説明し、報告を行います。 

 

第 47 条 入所者等に対する当該指針の閲覧 

利用者等は、いつでも本指針を閲覧が可能な状態とする。 

 

 

第 11 章 職場におけるハラスメントに対する方針 

 職場における職員へのハラスメント（パワーハラスメント・セクシャルハラスメント・マ

タニティーハラスメント・カスタマーハラスメント等）により、職場の皆さんが傷つく事は

あってはなりません。そのために、我々はハラスメントの予防の為の取組、発生した場合の

対応や対策をしっかり講じ、職員の皆さんが安心安全に働く事が出来るように環境を整え

る。その結果、ご利用者様に適切なケア・介護サービスを提供し、やりがいのある職場を構

築していく。そのための取組として、以下を実践する。 

 

第 48 条 ハラスメントを予防する為の取組 

   ハラスメントを予防するために必要な情報等を職員の皆さんに提供する。 

第 49 条  ハラスメントが発生した場合の対応と対策 

  ・ハラスメントが発生した場合、すぐに上長に報告・相談が出来る体制と環境を整える。 

   ・他の職員がハラスメントを受けた場合に、職員全員でカバーし合える環境を作る。 

第 50 条 ハラスメント防止に向けて職員にお願いすること 

  ・ハラスメントを受けたと少しでも感じたら、1人で我慢や対処をしようとせずに、す 

   ぐに上長に報告・相談する。他の職員がハラスメントを受けている場面を目撃した場、

合も同様に上長へ報告・相談する事 

  ・ハラスメントとその予防の為に関連する事象(例：認知症に関する知識等)の研修を積

極的に受講する事 

第 51 条 施設におけるハラスメント相談の受付 

  施設におけるハラスメント相談の受付は、以下の専用窓口に相談する。 

  ◆ハラスメント相談受付窓口(担当者) ： 上田 正憲(副施設長) 

中島 記子(副事務長) 

  ◆解決責任者            ： 田崎 健太郎(施設長) 

また、各部署長や相談員、リーダー等に相談してもよい。自分の中で抱え込まず相談する事。 

  

 



   第 12 章 雑則 

第５２条（地域社会との連携） 

   施設長は、常に地域社会との連携を深め、入居者が地域の一員として、自立した生き

がいのある生活が営めるよう配慮しなければならないものとする。 

第５３条（改正） 

   この規程を改正、廃止しようとするときは、社会福祉法人福岡福祉会の理事長の決裁

を得るものとする。 

 

 附 則 

この規程は、平成１０年１２月１５日より施行する。 

附 則 

この規程は、平成２１年 ４月 １日より施行する。 

附 則 

この規程は、令和 ２年 ４月 １日より施行する。 

附 則 

この規程は、令和 ５年 ４月 １日より施行する。 

 


